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第4章　韓国の内向き志向と文在寅政権の対外経済政策

はじめに

　2010年代の韓国は，1人当たり所得が2万ドルから3万ドルへと推移し，現在
では日本と肩を並べるまでになった。しかし，一見順調にみえる発展の陰で，こ
れまでの輸出主導型の成長モデルのひずみもまた顕在化するようになった。人々
は輸出の成果を実感しなくなり，福祉政策や経済民主化など内向きの政策への関
心を強めた。これに呼応するように，政治家たちは保革を問わず分配重視の政策
を声高に強調するようになった。成長戦略の中心的な存在である輸出主導の成長
戦略をはじめとする対外経済政策への関心も，また大きく低下していった。しか
し，成長率の低迷が長期化し，分配重視の経済政策がさしたる成果を上げてこな
かったところへコロナ禍が重なり，対外経済政策への関心が戻ってきたようにみ
える。
　この章では，2010年代以降の韓国における対外経済政策の動きを追うこととし，
とくに2017年に発足した，文在寅政権における対外経済政策の移り変わりを跡
づけたい。第1節では，2010年代から現在に至るまでの，韓国における対外経
済政策を取り巻く状況を概観する。労働分配率が低下し，分配・福祉重視が強ま
ったことを確認する。また，文在寅政権以前にすでに対外経済政策への関心が低
下していたことを跡づける。第2節では，文在寅政権前期の対外経済政策を概観
する。第3節では，文在寅政権の後期における対外経済政策への関心が徐々に回
復してきたことを跡づけていく。そのなかで，対外経済政策への関心の高まりが
次期成長動力を探しあぐねる韓国の現状や，米中対立の長期化とともに，アメリ

奥田 聡

韓国の内向き志向と文在寅政権の
対外経済政策

第4章



98

カを中心に強まっている経済安全保障重視の流れと密接な関係があることを論じ
ることにする。最後に，結論と若干の展望を示す。

韓国における対外経済政策を取り巻く状況1

1-1.　韓国経済における輸出の地位低下
　韓国が，かつて輸出主導による経済発展を遂げたことはつとに有名であるが，
2010年代以降は，その重要性が低下している。このことが，対外経済政策の優
先順位を下げる1つの重要な要因となっている。輸出の重要性低下は，図4-1に
示される輸出のGDPに対する比率（輸出比率）の推移によって確認することが
できる。
　21世紀に入り，韓国は携帯電話，カラーテレビ，船舶，自動車，鉄鋼などの
主力商品の売り込みを積極的に図り，輸入国のユーザーからの好評を得た。その
結果，2012年には輸出比率は54.1％（財・サービス輸出ベース）に達した。だが，

図4-1　韓国の輸出比率とGDP成長率（％）

（出所）韓国銀行経済統計システム（http://ecos.bok.or.kr，最終アクセス日: 2022年2月5日）。
（注）輸出比率＝財・サービスの輸出÷GDP（国民経済勘定ベース）。
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その後は中国，ASEANなど後発国の追撃が本格化したほか，韓国企業が海外進
出を加速させたことから輸出比率は低下の一途をたどった。コロナ禍の影響もあ
って，2020年の輸出比率は36.4％にまで落ちた。
　この間，GDP成長率は年によって変動はあるものの，概して鈍化傾向を呈した。
2000年代には5％程度だったGDP成長率は，リーマンショック後の急回復を経
て2010年代には3％程度に減速，2020年にはコロナ禍もあってマイナス成長と
なった。2012年までの著しい輸出への傾斜は，経済成長につながらなかったの
であった。その後，輸出比率は急速に低下したが，GDP成長率がこれに連動し
たとは言い難い。つまり，輸出に努力を傾けても得られるところは多くないとい
う状況が生まれたことになる。

1-2.　労働分配率低下とグローバリゼーション
　2010年代以降，経済のグローバリゼーションが所得分配を悪化させている疑
いが強くなっている 1）ことも，対外経済政策の優先度低下の背景として挙げられ
る。安成培らは韓国を含む先進29カ国を対象とした実証分析で，輸出が1ポイ
ント増加すると労働分配率は0.05～0.13ポイント下がることを示した。また，
対外直接投資の1ポイント増加で労働分配率が最大0.06ポイント下がることも示
された（安成培ほか 2019, 62-63）。グローバリゼーションを進めることにより労
働分配率が低下し，ひいては分配・福祉の改善要求につながる可能性があるとい
うわけである。
　自営業主の労働所得（混合所得）を勘案した労働分配率は，下落の傾向を示し
ている。図4-2における「自営業補正あり」と表示された労働分配率は，1998
年の80%から2010年代には70％程度へ下がった。この理由としては，近年の
経済成長の成果が輸出産業，ことにIT関連産業に偏ったことや，雇用絞り込み
の姿勢を企業が崩していないこと，常用労働者市場からこぼれた人々の受け皿と
なってきた自営業者の経営環境が，厳しさを増していることなどが挙げられる。

1）　グローバリゼーションの進展は，海外との価格競争や国内雇用の空洞化をもたらし，労働者がそ
の被害を受ける。最近の技術の資本拡張的な傾向や，台頭著しいスーパースター企業の独寡占的性格
の強さも，労働者に不利に働いているという（安成培ほか 2019,  51-54）。
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図4-2　韓国の労働分配率の推移（％）

（出所）［自営業補正なし］韓国銀行経済統計システム（被用者報酬÷国民所得，http://ecos.bok.
or.kr，最終アクセス日: 2022年1月10日）， ［自営業補正あり］安成培ほか（2019，31）（被
用者報酬÷〈国民所得-個人営業余剰〉）より筆者描画。

（注）�自営業者の労働所得を考慮した労働分配率は「自営業補正あり」，通常用いられる被用者報酬
ベースの労働分配率は「自営業補正なし」とした。

1-3.　文在寅政権以前の対外経済政策
　アジア通貨危機の後に社会問題化した非正規職の待遇格差 2）や，年金，無償給
食 3）など，各種社会福祉施策への国民の関心が高まるなかで行われた2012年の
総選挙と大統領選のダブル選挙では，保革を問わず福祉拡充を軸とした民生重視
の経済政策を強く打ち出すようになった。とくに，大統領に当選した保守の朴槿
恵陣営が打ち出した経済民主化や高校教育無償化，老齢年金（日本の福祉手当に

2）　2007年時点での非正規職賃金は，正規職対比63.5％であった。臨時職＋日雇い職を基準とした非
正規職雇用の割合は，ピーク時の2000年には52.1％に達した。その後の状況についてみると，韓国
統計庁の経済活動人口調査によれば，2020年の非正規職雇用の割合は28.6％であった。雇用労働部
の調査によれば，2020年6月時点での時給ベースでの正規・非正規職格差は，72.4%であった（呉学
殊・朴孝淑・徐侖希 2015, 1-12）。

3）　2010年6月のソウル市教育監選挙で，無償給食賛成派の教育監が無償給食の実施を求め，これに
市議会が同調した。当時の呉

オ
世
セ

勲
フン

・ソウル市長は，部分無償給食の拡大政策を固守すべく住民投票に
訴えたが，投票率が低く不成立に終わったため辞任した。呉世勲市長は，住民投票が不成立であれば
辞任することを表明しており，無償給食実施を求める進歩勢力は，住民投票不参加を呼びかけていた

（藤澤 2017, 83-84）。
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相当）の倍増などの公約は，進歩陣営のものと見紛うほどのものであった（奥田　

2016a, 7-11）。
　2013年2月に朴槿恵政権が発足したが，経済政策での重点は，やはり民生重
視の国内向けの政策であった。政権初期には，科学技術とITで生産性の向上を
図る「創造経済」で独自色を出そうとした。実体経済不振の批判を受けて，
2014年以降には不動産取引の活発化誘導や財政出動による景気対策など，伝統
的な景気刺激策への旋回がみられた。これらもやはり国内向け政策であることに
は変わりなかった（奥田 2016a, 14-30）。
　朴槿恵政権の発足当初には，かつてのような輸出主導政策が再来するかにみえ
た。朴槿恵は，就任演説で「第2の漢江の奇跡」を成し遂げようと宣言した。漢
江の奇跡とは，彼女の父である朴正煕が大々的に展開した輸出主導の経済発展政
策のことである。また，朴槿恵は就任直後に貿易投資振興会議を復活させた。こ
の会議の名称は，朴正煕の肝いりで輸出促進のために設置されたものと同じもの
であった。
　だが，朴槿恵政権の対外経済政策への関心は明らかに低下していった。これは
国民の要望する所得分配改善・社会福祉拡充に注力するためだけではなく，大企
業向けとなりがちである輸出振興政策が当時広がっていた反財閥感情を刺激し，
ひいては政権批判につながることを警戒したためでもあった。したがって，朴政
権が輸出促進に針路をとることはなかった。合計11回開かれた貿易投資振興会
議でも，輸出振興について議論されることはあまりなかった 4）。精力的な推進姿
勢で定評のあった自由貿易協定（FTA）も，推進のペースが落ちた。表4-1が示
すように，2015年の韓中FTA発効以後は，新規案件開拓がほとんどされなくな
った。全輸出のうちFTA締約国向けの割合を図4-3でみると，同年に7割を超え
た後は横ばいとなっていることがわかる。

4）　数少ない輸出振興議論の例としては，2015年7月の第8回貿易投資振興会議が挙げられる。久々に
輸出振興策が取り上げられた同会議では，将来の有望商品として有機発光ダイオード（OLED）やリ
チウム 2 次電池などが挙げられ，7兆ウォン近い費用をかけて集中育成することが示された（奥田 
2016b, 63-64）。
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図4-3　各年FTAカバレッジ（輸出）

（出所）韓国政府FTAポータルサイト（http://www.fta.go.kr，最終アクセス日:2022年2月6日），
国連貿易統計（https://comtrade.un.org/，最終アクセス日: 2022年2月6日）所載のデー
タより筆者計算。

（注）各年末時点でのFTA締約国向け輸出の割合を示す。

FTA相手先 発効年
チリ 2004

シンガポール 2006
EFTA 2006

ASEAN 2007
インド 2010

EU 2011
ペルー 2011

アメリカ 2012
トルコ 2013

オーストラリア 2014
カナダ 2015
中国 2015

ニュージーランド 2015
ベトナム 2015

コロンビア 2016
中米 2019～2021

イギリス 2021

表4-1　韓国のFTA発効現況

（出所）　韓国政府FTAポータルサイト
（https://www.fta.go.kr/main/situation/
kfta/ov/，最終アクセス日: 2022年1月10日）。
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文在寅政権前期における対外経済政策の地位低下2

　2016年秋に発覚した崔順実ゲートで，朴槿恵政権の権威は地に落ちた。朴政
権の権力腐敗に抗議する「ろうそくデモ」が連日のように行われ，政治に正義を
求める空気が充満した。こうした雰囲気のなか，国民が経済政策に求める経済成
長の果実分配や，福祉拡大の欲求はさらに強まった。2017年5月に発足した進
歩系の文在寅政権が打ち出した経済政策でも，国民のこうした意向を受けて分配・
福祉志向が強まり，国内政策を優先する形となった。その結果，朴槿恵政権の時
代と同様に対外経済政策の優先度は低いものとなった。

2-1.　輸出主導型の発展を批判した「新政府の経済政策方向」
　文在寅政権が発足して2カ月後の2017年7月25日，「新政府の経済政策方向」
が発表された。「経済パラダイムの転換」という副題からは，過去の韓国経済に
おけるパラダイムはもはや通用しないとの強いメッセージが伝わってくる。過去
の物的資本投資を中心とする量的成長や大企業・製造業・輸出支援が，家計・企
業間の不均衡，大企業と中小企業の格差，内需と輸出の不均衡を助長したと指摘
し，それまでの経済政策の理念を正面から批判する内容となっている。これに代
わって強調されているのが「人中心の経済」で，所得主導成長，雇用中心の経済，
公正経済，革新経済の4つを柱とした 5）。
「新政府の経済政策方向」のなかでのFTAなど通商関連についての言及は，「人
中心の経済」の最後の項目「包容的対外開放拡大，戦略的海外進出推進」と，リ
スク管理の一環としての「通商懸案およびアメリカの金利引き上げなど，対外不
安要因の管理強化」の2カ所に限られる。FTA関連では新規開拓先が残り少なく
なった状況を反映し，既存FTAの拡充が挙げられた。ASEAN，インド，中国と
のFTAアップグレードのほか，懸案だったアメリカとのFTA 改定が挙げられた。

5）　4つの柱のうち，所得主導経済は家計所得を成長の源泉にしようというものであり，文在寅政権の
経済政策のバックボーンとなるものといえる。公正経済は，朴槿恵政権における経済民主化に近い（関
係部処合同 2017）。
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輸出振興については，中小・中堅企業の輸出企業化が挙げられる程度であった。
「新政府の経済政策方向」は，韓国企業の対外投資にも厳しい目を向けている。
4つの柱の2番目，「雇用中心の経済」のくだりでは，「製造業の海外移転の加速
化で，雇用なき成長が深化」と指摘し，海外投資企業の現地人雇用者数の伸びと
外国人投資企業の韓国人雇用者数の停滞ぶりを対比しながら，批判的な論調を展
開した。

2-2．外交戦略として位置づけられた文政権の3つの地域別経済
戦略

　文在寅政権に特徴的な地域別経済戦略は，2017年7月19日に出された「文在
寅政府国政運営5カ年計画」の100大国政課題に含まれている。ここには朝鮮半
島新経済地図構想，新南方政策，新北方政策の3つの地域経済戦略についての概
要が記されているが，いずれも対外経済政策というよりは，政権の外交・統一戦
略としての色彩が強く打ち出された 6）。

　⑴　朝鮮半島新経済地図構想

朝鮮半島新経済地図構想は文政権が重視する対北朝鮮融和策の一環であり，
南北経済協力の足掛かりや統一時の経済的基盤づくりをねらう。また，韓国への
経済波及効果も視野に入れており，後述の新北方政策との連動も意識している（向

山 2018, 6）。朝鮮半島に環西海圏，環東海圏，南北境界地域の3つのベルトを設
定し，それぞれ中国方面につながる産業・物流・交通ベルト，ロシア方面につな
がるエネルギー・資源ベルト，軍事境界線の観光資源を生かす環境・観光ベルト
と性格づけた。2019年2月の米朝首脳会談が決裂を受けて米朝，南北関係が停
滞し，北朝鮮に対する国際的な制裁の緩和も実現しなかったことから，この構想
はみるべき成果を上げなかった。

6）　朝鮮半島新経済地図構想については100大国政課題の90番目，新南方・新北方政策については98
番目に位置づけられている（国政企画諮問委員会 2017, 131, 140）。これらの地域経済戦略は，7月
25日に発表された「経済政策方向」のなかに言及がない。
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　⑵　新北方政策

　いわゆる北方協力（中国，ロシア方面）を強化し，ユーラシア協力をさらに推
進するために打ち出された。この政策の対象は，旧ソ連諸国（除バルト諸国）と
中国東北3省およびモンゴルだが，この政策は文政権が掲げる北朝鮮との関係強
化にも強く関連している。南北ロ三角協力，エネルギー・物流協力を進めるほか，
中国の一帯一路政策との連携も見据えた。
　新北方政策は，早くからその推進のための準備が進められた。2017年12月
17日に，この政策を管掌する長官（日本の大臣に相当）級部署の「北方経済協力
委員会」が設置され，委員長には学生運動出身の大物で与党5選議員の宋

ソン
永
ヨン

吉
ギル
（現・

与党共に民主党代表）が就任した。2019年2月の米朝首脳会談決裂の後は，活動
が低調となった。

　⑶　新南方政策

　ASEANおよびインドなど南方諸国との関係強化のため外交，経済，社会，保
健など諸分野での協力を推進することが新南方政策の趣旨である。世界の4大勢
力（米中日欧）から距離をおき，韓国版の第3世界外交のプラットフォームとす
る意図も込められていた。また，韓国のTHAAD（終末高高度防衛ミサイル）配備
をめぐる韓中間の軋轢が表面化した後であり，過度な対中依存リスクからの脱却
のための布石としての意味もあった。2018年8月，南方諸国関連の政策を取り
扱う次官級の専門部署「新南方政策特別委員会」が設置された。
　新南方政策は，文在寅政権の3つの地域経済戦略のなかでも最も動きのあるも
のであった。他の地域経済戦略に比べて外交・経済面での実利追求色が強いため，
与野党間の意見の不一致があまりみられず，政策推進上の政治的負担が少ないの
も特徴である。2018年の特別委員会発足以後，新南方政策の対象事業は順次拡
充されていった。2019年11月の韓ASEAN特別首脳会議を受け，16戦略課題，
57重点事業から19戦略課題，92重点事業に拡大・改編された 7）。2020年11月

7）　その後事業数が若干拡大し，新南方政策特別委員会ウェブページ（http://www.nsp.go.kr/kor/
policy/policy2.do，最終アクセス日: 2022年2月1日）によれば，2022年2月時点で新南方政策が扱
っていたのは19課題，94事業であった。アメリカ外交筋の韓国の「新南方政策」に対する評価につ
いては，伊藤(2021)を参照。
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には，コロナ後の新たな協力の在り方をふまえ，「新南方政策プラス」が打ち出
された。
　新南方政策の成果として文在寅政権が挙げるのは，主として外交面でのもので
ある（国務調整室 2021, 504-515）。文在寅大統領によるASEANとインドの11カ
国歴訪（2017年11月～2019年9月），RCEP交渉妥結（2020年11月）に向けた
取り組み，2回にわたる韓・メコン首脳会議（2019年11月，2020年11月），メ
コン川流域諸国との外交関係を戦略的同伴者関係に格上げ（2020年11月），そし
て2020年以降の南方諸国とのコロナ関連協力などが挙げられた。

文在寅政権の対外経済政策に関する路線変更3

　2018年から2019年にかけて，文在寅政権の分配重視の戦略は転換期を迎え，
伝統的な景気・成長重視の戦略にも一定の配慮もみせるようになった。
その契機となったのが，文政権が掲げた「人中心の経済」の手詰まりである。政
権の大企業敵視の傾向が薄れ，輸出支援への拒否感もまた薄らいでいった。その
間に激しくなった米中・日韓対立により，韓国を取り巻く国際通商・投資環境が
少なからず変化した。これらにより韓国も，その対外経済政策や産業政策，サプ
ライチェーンの見直しを迫られた。

3-1.　分配重視路線の頓挫と輸出支援の再認識
　文政権は最低賃金引き上げで国内消費を刺激し，消費と成長の好循環の現出を
目論んでいた。これに沿って，文政権は2018年に最低賃金を16.4％と大幅に引
き上げたが，この年の就業者増は9万7000人（韓国統計庁の経済活動人口調査）

にとどまった。それまで就業者数は年30万人程度増加してきたが，最低賃金引
き上げにより雇用を見合わせる事例が増え，結果としてあり得るべき雇用増が実
現しなかった。2019年には輸出の不振により経済成長率が2.0％と，平時とし
ては最低水準に落ち込んだ。ここに至り，文政権が掲げていた「人中心の経済」
の所得主導成長および雇用重視路線の行き詰まりが明らかになってきた。文政権
発足後，経済成長率も下がり続けていた。結局，文政権は実体経済重視へと軌道
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修正を迫られるようになった。
2019年に入って，文政権は大企業トップとの会合を開くなど大企業への接近姿
勢を示し，実体経済重視の経済政策に向けた瀬踏みをはじめていたが，実体経済
重視を決定づけたのは2020年以降のコロナ禍であった。コロナ禍を乗り切るため，
韓国政府も他の諸国と同様に大々的な支援策を展開した。2020年だけで総額
310兆ウォンの公的融資，4回の補正予算による総額66兆8000億ウォンの支援
が行われた 8）。そのなかで，それまで大企業優遇策とみなされて半ばタブー視さ
れてきた，輸出支援と基幹産業支援が前面に出てきた。2020年4月8日の第4
回非常経済会議では，大企業を含む輸出企業に対する36兆ウォンの貿易金融の
供与をはじめとする輸出活力向上案が打ち出された 9）。

3-2.　米中・日韓・韓中対立が促進した対外経済政策の立て直し
　所得主導成長に代表される内向きの経済政策に文在寅政権が注力している間に，
対外経済政策をめぐる国際的環境は大きく変化していた。だが，韓国はこれに対
しては素早く対応していった。
　国際環境変化の要因の1つは，米中対立の激化である。米中対立がエスカレー
トするなかで，アメリカでは対中経済安全保障の意識が高潮したが，これは自由
貿易に立脚するグローバルバリューチェーン（GVC）がもたらす経済合理性と
は相いれない面が強い。
　オバマ政権期にはTPP（環太平洋パートナーシップ協定）の推進による自由化圧
力が事実上の対中包囲網として位置づけられていたが，トランプ政権期になると
米中貿易におけるアメリカ側の大幅な入超や知的財産権侵害，先端製品の不正利
用など，より具体的な事案を挙げながら中国への締め付けを図るようになった。
こうした路線は，2021年1月に発足したバイデン政権も基本的には受け継いで

8）　「 大 韓 民 国 政 策 ブ リ ー フ ィ ン グ 」 コ ロ ナ19経 済 対 策（https://www.korea.kr/special/
policyCurationView.do?newsId=148872965#L1-1，最終アクセス日: 2022年7月29日）を参照。

9）　大企業向けには貿易保険の満期延長，海外プロジェクトの受注支援などが挙げられている。大企
業を含む支援総額は，36兆ウォン+αである。このほか，非対面輸出の支援，コロナ禍でのビジネス
マンの例外入国，新たな有望商品の発掘，サプライチェーンの安定化と再編対応（核心部品338品目
のサプライチェーン点検，国産化，新南方，新北方政策を活用した輸入先多角化など）が盛り込まれ
ている（関係部処合同 2020a）。

https://www.korea.kr/special/policyCurationView.do?newsId=148872965#L1-1%EF%BC%8C
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いる。バイデン政権の対中圧力の特徴は，韓国を含む同盟国との共同歩調をとり
ながら中国に圧力をかけようとしている点にある。韓国にとって，中国は貿易投
資の両面で極めて大きな存在であり，朝鮮半島情勢においても中国は北朝鮮に影
響力を行使し得る重要なプレーヤーでもある。韓国は米中双方の板挟みに苦しむ
こととなったが，結局韓国は対中経済安全保障を唱えるアメリカの立場を重視す
るようになった。これとともに，韓国は自国企業のGVCを経済安全保障の考え
方と調和させる必要に迫られた。
　もう1つは，日韓対立の激化である。2018年10月のいわゆる徴用工判決での
日本企業に対する賠償命令を機に日韓は鋭く対立するなか，2019年7月1日に
発表されたのが日本の対韓輸出管理強化であった。半導体製造の重要部材である
高純度フッ化水素など3品目の戦略物資について，韓国向け輸出を包括承認（1

回の輸出審査結果が一定期間の複数の輸出オーダーに対して有効）の対象から外し，
オーダーの都度の審査を義務づけた。
　日本の対韓輸出管理強化は，アメリカが主唱する経済安全保障の考えに沿った
措置であったが，韓国側はこれを徴用工判決に反発する日本側による韓国の主力
産業を標的にした意趣返しととった。主力産業の中核部材を対日輸入で賄う例は
半導体にとどまらず他の産業でも広くみられるが，日本の輸出管理強化を機に対
日輸入を継続することが自国主力産業の内包するリスクであるとの認識が急速に
高まった。これを受けて韓国側がとった対抗策は，素材，部品，装備（素部装）

の国産化であった 10）。
　韓中間の軋轢も，韓国の対外経済政策を動かす要因となった。中国は韓国の
THAAD配備に強く反発し，2017年には在中韓国系流通業者への閉鎖命令や韓
国行きの中国人団体旅行の禁止など，事実上の対韓経済制裁を繰り出した。文在
寅政権は，対中関係の重要性を考慮して同年10月にTHAADの追加配備を行わ

10）　2021年7月2日付の『中央日報』に掲載された「２年前の日本報復に『外交解決』進言した参謀
……文大統領『どうしたらこのようなことが』激怒」と題する記事には，日本の輸出管理強化に対して，
文大統領が素材・部品等の国産化の方針を示したことが記されている。青瓦台の朴

パク
洙
ス

賢
ヒョン

・国民疎通首
席の言によれば，外交的方法での解決を図ろうとした政府・青瓦台の現実論を退け，文大統領は，日
本が韓国の多用する核心素材・部品の輸出規制に乗り出した今が国産化のチャンスだとの考えを示し
たという。
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ないなどの「3不誓約」を表明したものの，これを契機に韓国は対中依存リスク
への警戒感が高まった。こうした対中警戒感は上述のように新南方政策策定の誘
因ともなったほか，下で述べるような「素部装2.0」における対中デカップリン
グの誘因となった。

3-3.　新たな国際環境に対応した韓国政府の諸政策
　⑴　素材・部品・装備の競争力強化対策（素部装1.0戦略）

　2019年8月5日，日本による対韓輸出管理強化に対抗して，韓国政府は主要
産業の核心素材・部品等の国産化に向けた総合対策を発表した（関係部処合同

2019）。古くから部品・素材等の輸入依存，とくに対日依存度の高さが韓国で問
題視されてきた。1978～1999年には輸入先多辺化制度による事実上の対日輸入
規制が実施されたほか，2001年には部品・素材特別法が制定され，これら中間
財の国産化推進のために合計5兆4000億ウォンの研究開発費への補助が投じら
れた。特別法制定以来，中間財の生産は約3倍，輸出は5倍に増え，貿易収支は
9億ドルの赤字から2018年には1375億ドルの黒字を計上するに至った。しかし，
半導体やディスプレイなど精密産業における核心部品等の国産化は思うように進
展せず，素材，部品，装備の国産化率は60％台半ばで推移していた。2019年7
月の日本による対韓輸出管理強化を受け，その対抗策として中間財の国産化の一
層の進展が求められるようになり，急遽まとめられたのがこの対策であった。長
年進まなかった中間財国産化を，日韓関係の悪化が後押しした形である。のちに
この強化対策は，素部装1.0戦略と呼ばれるようになる。
　競争力強化対策の眼目は素材・部品・装備の重要部材等100品目の安定供給
体制の確立にある。対象品目は以下の6分野から選ばれた。

　　①半導体（フッ化水素など13品目）

　　②ディスプレイ（工程用化学素材，精密結合素材など11品目）

　　③自動車（センサー，軽量素材など13品目）

　　④電機電子（バッテリー，光学レンズ，新素材電子部品など19品目）

　　⑤機械・金属（金属加工装備，超精密合金，金属製造用粉末など39品目）

　　⑥基礎化学（フッ素系化学素材，高精密接着素材など5品目）



110

　100品目のうち，20品目に関しては1年以内の供給安定化（他の輸入先の開拓，

量産体制の確立，技術開発）を図り，残り80品目については5年以内の供給安定
化を図ることとなった。
　この事業のための財政所要額は合計7兆8000億ウォン，公的融資規模は35兆
ウォン，技術確保のためのM&A資金支援2兆5000億ウォンと見込まれた。

　⑵　素材・部品・装備（素部装）2.0戦略

　この戦略は，2019年8月に出された素材・部品・装備の競争力強化対策（素

部装1.0戦略）の後続対策で，コロナ禍の最中の2020年7月に発表された（関係

部処合同 2020b）。この戦略のねらうところは，基本的には素部装1.0戦略と同じ
く重要部材等の供給安定化にあるが，その後の経済安全保障の考え方の広がりな
ど交易環境の変化を勘案して，細部においてはより進んだ対応がみられる。
　素部装2.0戦略の主要内容は次のとおりである。

　�・�対象品目を，1.0戦略の対日100品目から大幅に拡大して338品目＋αと
する。338品目の内訳は，半導体など先端型158品目と，自動車，電子電
機などの汎用型180品目である。

　�・�対象国と対象品目数は，1.0戦略では日本のみ100品目だったが，2.0戦
略ではアメリカ＋欧州6カ国94品目，中国90品目，インド+台湾＋
ASEAN6カ国57品目，そして新産業の若干数の品目へと対象を広げる。

　・技術開発のため，2022年までに5兆ウォンを投入する。
　�・�素部装トップ100社の育成，デジタル供給網構築などの新政策手段を展開

する。
　�・�先端産業の投資を誘致する。Big3産業（バイオ，システム半導体，未来車），

その他有望産業（ディスプレイ，２次電池，ロボットなど）。

　素部装1.0戦略では日本の輸出管理強化への対応という色彩が濃かったのに比
べ，2.0戦略ではGVC再編を迫るさまざまな撹乱要因に素早く対応しようとの意
図が込められている。
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　従前のGVCは賃金などの費用効率，市場アクセスなどの面からみた経済合理
性を考慮して構築され，自由貿易を希求する国際的コンセンサスが，これを後押
ししていた。しかし，現在は米中貿易紛争や保護貿易復活の動き，コロナ禍に伴
う物流混乱，日韓紛争にみられるような特定国家に対する信頼性・供給安定性を
めぐるリスクなど，さまざまなGVC撹乱要因が台頭している。
　これらへの対策として求められるのは，海外生産拠点の国内回帰や先端産業の
国内誘致，地域バリューチェーンの重視，調達先の多様化，非接触化・デジタル
化などであるが，素部装2.0戦略ではこれらの課題に最大限応えることをめざした。
この戦略では，素材・部品・装備の対日デカップリングだけでなく，過度の対中
依存への対策としての対中デカップリングも具体的に示されていることが，1つ
の注目点である。素部装2.0における対中デカップリングの明示は，中国との対
立を深めるアメリカに配慮したアクションでもあった。

　⑶　K-半導体戦略

　2021年5月13日に発表されたK-半導体戦略は，先に発表された素部装2.0戦
略の半導体版の性格を有するが，アメリカが重視する戦略物資のGVC囲い込み
をより強調した内容ともなっている（関係部処合同 2021）。また，この戦略は国
内経済計画の側面も有している。半導体産業を，2030年にかけての韓国経済の
成長動力と位置づけた。とくに，システム半導体など韓国が不得意な高付加価値
分野についての意欲的な育成計画を提示した点からも期待のほどがうかがえる。
このほか，コロナ禍で顕在化した半導体不足にも対応している。このように，こ
の戦略は韓国が直面するいくつかの喫緊の戦略要素を複合的に取り込んだものと
評価できる。
　K-半導体戦略の発表に先立ち，アメリカは半導体などの戦略物資GVCを自陣
営に囲い込む動きを鮮明にしていた。韓国はアメリカの動きに呼応し，米中紛争
においてアメリカ寄りの姿勢を強めた。
　2021年2月24日，バイデン大統領は半導体など4品目の戦略物資のGVCを
見直す大統領令に署名した。有力企業を抱える同盟国や地域と連携して，中国依
存からの脱却をめざした。4月12日には，半導体不足への対応策について，ア
メリカ大手企業経営陣とホワイトハウスとの間でのオンライン協議にサムスン電
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子も出席を求められた。サムスン電子のアメリカでの生産を促すねらいがあった
とされる（時事ドットコムニュース 2021）。この1カ月後に発表されたK-半導体戦
略は，こうしたアメリカ側の要望にほぼ沿ったものとなっている。K-半導体戦
略の発表直後の5月21日には米韓首脳会談が開かれたが，ここでも両首脳は半
導体，車載電池など，先端分野におけるGVCの回復力を高め，競争力を確保す
るための韓米協力の必要性に共感し，これに向けた実質的な協力を拡大していく
こととした（JETROビジネス短信 2021）11）。米韓首脳会談では，アメリカの戦略
物資管理強化の意向に沿う巨額の「手土産」も披露された。サムスン電子のファ
ウンドリー新工場の建設の170億ドルをはじめ，韓国企業による合計約400億
ドルの対米投資計画が表明された 12）。
　K-半導体戦略の主要内容は，以下のとおりである（関係部処合同  2021）。

　　①世界最大の半導体供給網（K-半導体ベルト）の国内構築（～2030年）

　　　・素材・部品・装備（素部装）に特化した工業団地（竜仁，華城）

　　　・先端パッケージングのプラットフォーム（天安，温陽）

　　　・先端装備関連企業が集積する連合基地（竜仁，華城，天安）

　　　・「ファブレス・バレー」（設計に特化，板橋）

　　②半導体企業による巨額投資
　　　・今後10年間に510兆ウォン（49兆円，GDPの26.5％）以上を投資13）

　　③政府の支援態勢づくり
　　　・�半導体企業のR&D投資額の40～50％，施設投資額の10～20％まで税

11）　アメリカが韓国のそれまでの朝鮮半島をめぐる取り組みを認める代わりに，韓国は米中紛争にお
けるアメリカ寄りの言質をとられた形である。バイデン大統領は文政権のこれまでの南北交流，朝鮮
半島情勢での取り組みを評価し，文在寅大統領は台湾海峡・南シナ海情勢への言及や半導体をはじめ
とする戦略物資の安定的供給網構築など，アメリカの対中包囲網への理解を示した（JETROビジネ
ス短信 2021）。

12）　2021年5月の文在寅大統領訪米に際しては，サムスン電子の半導体ファウンドリー投資170億ド
ルのほか，LGエナジーソリューションとSKイノベーションが車載電池関連で140億ドル，現代自動
車がEV生産・充電インフラ関連で74億ドル，ＳＫハイニックスがR&Dセンター設立で10億ドルを
それぞれ投資することを表明している（聯合ニュース 2021）。

13）　おもに，サムスン電子とSKハイニックスによる投資を想定した。
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額控除
　　　・�今後10年間に半導体産業用の人材3万6000人育成，用水，電力供給の確保
　　　・「半導体特別法」の制定推進

　2030年までに構築されるK-半導体ベルトのねらいは，半導体製造のサプライ
チェーンを国内回帰させて強靭な「半導体生態系」を構築するとともに，これま
で弱体だったシステム半導体への本格的なてこ入れを図ることにある。これによ
り，世界半導体市場における総合1位の地位を固め，未来の成長動力を確保する
のが韓国政府の目論見である。50兆円近い巨額の投資は企業側が負担し，韓国
政府は施設投資額の10～20％の税額控除などで支援する。世界的に奪い合いと
なっている半導体産業の高級人材の確保についても，自前での養成をめざしてい
る。K-半導体戦略が描く2030年の韓国半導体産業の姿は，次のようなものである。

　　・輸出（2020年）992億ドル	 　⇒（2030年）2000億ドル
　　・生産（2019年）149兆ウォン	 　⇒（2030年）320兆ウォン
　　・雇用（2019年）18万2000人	 　⇒（2030年）27万人
　　・投資（2020年）39兆7000億ウォン⇒（2030年）510兆ウォン以上（累計）

　⑷　FTA，米韓間の戦略物資GVC，地域協力をめぐる新たな動き

　韓国のFTAへの取り組みは，韓中FTAが発効した2015年以降ほぼ休眠状態に
あったが，文在寅政権の輸出重視の姿勢が徐々に強まるとともに，FTA再推進
の機運が高まっている。未成案件のなかでも，とりわけ重要視されていたアジア
太平洋地域における2つのメガFTAである地域的な包括的経済連携協定（RCEP）

と，環太平洋パートナーシップに関する包括的および先進的な協定（CPTPP）

については，2020年以降韓国の対応に動きがみられる。
　RCEPは，ASEAN10カ国と北東アジアの日中韓3カ国，そしてオーストラリア，
ニュージーランド，インド14）の16カ国で，2011年以来交渉が進められていた。

14）　人材輸出を重視するインドは，RCEPにおけるこの分野での成果が十分でないことに不満で，
2019年に交渉から撤退した。
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アメリカ不在の「アジア・オンリー」の自由貿易枠組みであり，中国主導と目さ
れた。交渉参加国の多様な発展段階を反映して譲許水準は低く交渉のペースも遅
かったが，東アジアにおける貿易ルールをアジア諸国自身が設定することに意義
があった。
　旧TPPを主導したアメリカがトランプ政権の発足に伴って離脱し，日本など
残る11カ国で推進されたのがCPTPPである。旧TPP，CPTPPとも一部分野で
はWTOを上回るほど高水準の市場開放が特色で，交渉参加国にとっては貿易ル
ール決定の上での重要性も無視できなかった。高度な市場開放要求は，国有企業
など国内制度改革に及び腰な中国への包囲網とも目された。
　バランス外交を標榜していた文在寅政権にとっては，中国主導のRCEPとアメ
リカの影響力が強かった旧TPPおよびCPTPPという2つのメガFTAの取り扱い
は，政治的困難を伴った。どちらか一方のFTAへのコミットメントは，バラン
ス外交の舵取りをさらに難しくする恐れがあったからである。しかし，韓国にと
ってメガFTAは交渉過程でのルール決定への参加が可能になることや，多くの
国にまたがる広範な原産地累積規定など，少なからぬ経済的なメリットが存在し
たのも確かであった。
　2つのメガFTAへの態度を決めかねていた韓国の背中を押したのは，米中対立
の様相変化であった。アメリカの中国への圧力手段はメガFTAから関税引き上げ，
さらには経済安全保障へと移り変わった。中国からみれば，アジア太平洋地域の
メガFTAにおけるアメリカの影が薄くなり，かえってメガFTAを用いてアジア
太平洋地域における通商秩序確立の主導権を握る誘因が生じたことになる。
2020年11月のRCEP妥結でアメリカから強い反発がなかったことを確認すると，
中国は2021年9月に対中包囲網と目されていたCPTPPへの加入を申請した。こ
れら一連の動きによりメガFTAをめぐって米中に忖度する必要がなくなった韓
国は，CPTPPに前向きに取り組めるようになり，国内での輸出振興重視の流れ
もあって2つのメガFTA推進へと舵を切った。
　RCEPは9年間の交渉の末，2020年11月15日に署名，2021年12月2日に
韓国国会が批准した。2022年1月1日をもって署名国のうち日本など9カ国の間
で発効，韓国についても同年2月1日から発効した。この日をもって，日韓貿易
が初めてFTAでカバーされることとなった。
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CPTPPについては，2021年12月13日に加盟申請手続きの開始が宣言された。
これに先立ち，同年9月に中国が対米融和，東アジアでの経済統合主導の観点か
ら加入を表明している。
　一方，韓国は半導体や車載電池などの戦略物資に関しては，GVC囲い込みを
めざすアメリカと共同歩調をとる姿勢をみせた。2021年5月にK-半導体戦略が
発表された後も，アメリカの戦略物資囲い込みと関連した韓国への働きかけはさ
らに強まった。
　サムスン電子とハイニックスは2021年11月8日，アメリカ商務省が求めてき
た半導体サプライチェーン関連情報を提出した。11月19日の第6回米韓FTA共
同委員会では，サプライチェーンや新技術，デジタル関連など，通商関連の懸案
を議論する米韓通商協議チャンネルの設置に合意した。さらに，12月9日には
韓米半導体パートナーシップ対話の初回会合が開催された。
　また，新南方政策の枠内で2019年以降活発化してきたアメリカのインド太平
洋戦略との連携も注目されるようになった。東南アジアや南アジア諸国へのアメ
リカの支援体制は，一帯一路構想によりシステマティックな支援体制を敷く中国
に比べると不十分であった。このため，アメリカは日本の「自由で開かれたイン
ド太平洋」（FOIP）のほか，韓国の新南方政策など東南アジア・インド洋方面に
おける他の同盟国の地域戦略との連携により，自身の戦略を補強しようとした。 
2020年 10月開催の第5回韓米高位級経済協議会では，科学技術・エネルギー
協力，女性の経済的地位向上などと並んで，韓国の新南方政策とアメリカのイン
ド太平洋戦略の連携が議論された。
　戦略物資に関するアメリカの対中警戒感に即応して協力姿勢を鮮明にし，非戦
略物資に関しては，2つのメガFTAの活用へと早速動いて熱心にGVC整備を進
める韓国のしたたかな姿が浮かび上がる。韓国の対応の素早さは，注目に値する。

おわりに

　2010年代に入ると，韓国の輸出は中国やASEANなどの後発国からの追撃を
受けて伸び悩むようになった。韓国経済における輸出の地位が低下すると，グロ



116

ーバリゼーションの恵みに漏れた人々の所得分配の改善や福祉施策の充実を求め
る声は一層高まった。これに対し，政治家たちは保革を問わずこうした声に寄り
添う姿勢をみせた。2013年に発足した朴槿恵政権は，経済政策の軸足を創造経済，
不動産景気浮揚など国内対策におき，輸出振興などの対外経済政策を等閑視した。
2017年発足の文在寅政権も対外経済政策には重きをおかず，所得主導成長など
国内対策を大々的に展開した。文政権は，就任当初に新南方政策をはじめとする
3つの地域経済戦略を打ち出しているが，これらも外交戦略としての色彩が強く，
通商色は概して薄いものであった。
　しかし，2018年から2019年にかけての情勢変化で，外交通商政策をめぐる
雰囲気は大きく変わった。文政権が掲げていた所得主導成長などの所得分配改善
策は不発となり，従来のような輸出・成長優先の考え方に対するアレルギーは次
第に弱くなっていった。また，米中対立の激化も韓国に影を落とした。米中対立
の焦点が両国間の関税引き上げ競争から経済安全保障に移ると，アメリカは半導
体などの戦略物資を自陣営に囲い込むようになった。これに伴い，アメリカは韓
国の主力産業への干渉を強めることになった。米中をまたいだGVC構築に支障
をきたすようになり，韓国企業はGVCの調整を余儀なくされた。このほか，日
韓紛争の激化は中間財の国産化を促進し，コロナ禍による経済社会の激変はコロ
ナ後の厳しい国際競争を想起させ，主力産業の立て直しと付加価値の確保の重要
性を改めて認識させた。こうした流れのなかで，韓国の対応は素早かった。素部
装1.0，素部装2.0，K-半導体戦略など一連の政策が次々と打ち出されていった。
これら政策を通じて浮き彫りになるのは，米中対立のなかで韓国がアメリカ寄り
の姿勢を鮮明にし，中国との距離を置き始めていることである。長らく冬眠状態
にあったFTAにも動きが出てきた。RCEPが発効したほか，CPTPPの加盟申請
も出された。
　アメリカ主導の経済安全保障の考え方が浸透するにつれ，経済合理性に基づく
GVC構築が難しくなりつつある。貿易・投資の自由化の恩恵を一身に受けて経
済発展を遂げてきた韓国にとっては，冬の時代ともいえる。経済安全保障的にみ
れば，国境をまたいだ経済活動は，それ自体がリスクとなる。K-半導体戦略に
示された半導体産業の国内回帰と自給率向上策は，こうしたリスクに対応したも
のといえよう。
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ただ，GVC構築に制約が加わる時代における主力産業の国内回帰にあっては，
技術や中核資材，部品，機械などの自主開発がより多く求められる。K-半導体
戦略は国内外の懸案を総合的に取り込んだ意欲的な政策と評価できるが，政府の
支援体制は万全とは言い難い。半導体製品製造の設備投資に対する投資減税幅は
10～20％と，諸外国の支援体制に比べると貧弱にみえる。また，サムスン電子
などの韓国半導体大手に世界主要メーカー間での投資競争に耐える体力があるか
どうか。自主開発となれば，技術者養成もまた自前で行う部分が多くならざるを
得ない。技術者育成をめぐっては，不安が付いて回るのもまた事実である。
　少子高齢化などで経済活力が落ち，経済安全保障の考え方の浸透でGVC再編
を余儀なくされて，また将来の有力な成長動力が不在であるのは日本も同様であ
る。韓国の対応は必ずしも十分でないかもしれないが，その速い対応により日本
をリードするようになっている。日本が韓国のやり方をベンチマークする時代が
来ている。今後も韓国の対外経済政策の動向を注目していきたい。
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